
（別紙１）

１．実施期間

平成２８年１０月４日（火）から同年１１月２日（水）まで

２．意見提出者数及び提出意見数

２４８の団体・事業者又は個人から延べ１,１３５件の御意見が寄せられた。意見提出者数及び提出意見数の内訳は次のとおり。

　（１）意見提出者　：　合計２４８者 　（２）提出意見数　：　合計１,１３５件（※２）

（※１）医療関係及び金融関係の団体・事業者を除く。 （※２）ガイドラインごとの提出意見の主な内訳は次ページのとおり。

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編、外国にある第三者への提供編、
第三者提供時の確認・記録義務編及び匿名加工情報編）（案）」に関する意見募集結果（概要）

○各種団体・事業者 ： ７６者

・ 経済団体・事業者等（※１） ３７者

・ 医療関係の団体・事業者 ２１者

・ 金融関係の団体・事業者 １４者

・ その他 ４者

○個人（匿名含む） ： １７２者

○通則編 ６９２件

○外国にある第三者への提供編 １２８件

○第三者提供時の確認・記録義務編 １６９件

○匿名加工情報編 １０１件

○その他 ４５件
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（参考）ガイドラインごとの提出意見の主な内訳

①通則編　　６９２件 ②外国にある第三者への提供編　　１２８件

③第三者提供時の確認・記録義務編　　１６９件 ④匿名加工情報編　　１０１件

※各ガイドラインにおいて、特に多くの御意見が寄せられた項目を示しています。
※１件の御意見の中に複数の項目が複数ある場合も含みます。

○個人識別符号 １５５件

（うち、ＤＮＡの塩基配列 １１７件）

○要配慮個人情報 １２９件

○安全管理措置 ７９件

○利用目的 ７５件

○第三者提供 ４５件

○個人情報の定義 ３４件

○解釈により確認・記録義務が適用されない ７１件

第三者提供

（うち、提供者の考え方 ２３件

法第２６条の個人データの該当性 １４件）

○記録義務 ４９件

（うち、一括して記録を作成する方法 １４件

契約書等の代替手段による方法 １０件）

○確認義務 ２７件

（うち、第三者による個人データの取得の経緯 １４件）

○法第４章第１節の規定の趣旨に沿った措置 ４２件

○クラウドサービス関係 ２４件

○外国にある第三者 ２１件

○外国にある第三者への個人データの １２件

提供を認める旨の本人の同意

○適切かつ合理的な方法 １１件

○国際的な枠組み ８件

○匿名加工情報の適正な加工 ４４件

○匿名加工情報等の定義 １６件

○匿名加工情報の作成時の公表 １５件

○識別行為の禁止 １０件

○匿名加工情報の第三者提供 ７件
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

1 ①個人情報 －

　「他の情報と容易に照合することができ」に該当する場
合、該当しない場合の記載を（【個人情報に該当しない
事例】を記載するなどして）充実させて欲しい。
【同趣旨の御意見は他に３件】

　「他の情報と容易に照合することができ」るかどうかは、事業者の実態に
即して個々の事例ごとに判断されるべきものであるため、常に該当する例
を本ガイドライン（通則編）案において示すことは困難です。なお、一般に個
人情報に該当するもの及び該当しないものの具体的な内容については、
Q&A等において示してまいります。

2 ①個人情報 －

　暗号化をしたとしても個人情報とされているが、近年の
技術の進展により、暗号化であっても元の個人情報を復
元することができないものも存在している。技術の進展
を踏まえ、そのようなものについては個人情報ではない
とみなすなど、実態を踏まえた解釈がなされることを望
む。
【同趣旨の御意見は他に２件】

　暗号化については、安全管理措置の一つとして考慮されるべき要素であ
り、個人情報該当性に影響するものではないと考え、本ガイドライン（通則
編）案2-1において、「暗号化等によって秘匿化されているかどうかを問わ
ない」と記載しております。

3 ①個人情報 －

　【政令・委員会規則のパブコメ回答】において、「個人識
別符号に該当しない情報であっても、個人情報とは他の
情報と容易に照合することができ、それにより特定の個
人を識別することができることとなるものを含む」旨を説
明していたが、多くの誤解が生じているところでもあるた
め、【政令・委員会規則のパブコメ回答】だけではなく、本
ガイドラインにおいて改めて示していただきたい。
【同趣旨の御意見は他に１件】

　個人識別符号に該当しない情報であっても、改正後の法第2条第1項第1
号「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（…）により特定
の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することがで
き、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）
」に該当する場合には個人情報に該当することは、条文の構造上明らかで
あるため、一般的に現状の案で御理解頂けるものと考えます。
　なお、当委員会としては、法の趣旨・内容の周知に取り組んでまいりま
す。

4 ②個人識別符号 －

　「本人を認証することができる」とあるが、「認証」の意
味内容を明らかにすべき。なぜ「特定の個人を識別する
ことができる」としないのか。
【同趣旨の御意見は他に17件】

　「本人を認証すること」という文言については、登録された顔の容貌や
DNA、指紋等の生体情報をある人物の生体情報と照合することで、特定の
個人を識別することができる水準である符号が個人識別符号となることを
示すため、「認証」との言葉を用いています。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

5 ②個人識別符号
ＤＮＡの塩
基の配列

　医療及び医学系研究に用いられるゲノムデータは、本
人認証を目的とするものではなく、将来的に医療・研究
目的で得られたデータを本人認証に使用されることはな
いと考えられる。研究者に個人識別には用いないことを
宣言させることで研究目的のDNA・ゲノムデータは個人
識別符号から除外できることから、個人識別符号に該当
するDNA 塩基配列を指すものとしてガイドラインに例示
されたゲノムデータについては本人を認証する目的で解
析を加えたものに限定すべき。
【同趣旨の御意見は他に97件】

　改正後の法第76条第１項により、学術研究機関やそれらに属する者が、
学術研究の用に供する目的で個人情報を取り扱う場合、従来と同様、同法
第４章の義務規定は適用されないこととなっており、これは、個人識別符号
に該当するゲノムデータについても同様です。
　学術研究分野におけるゲノムデータの取扱いについては「ヒトゲノム・遺
伝子解析研究に関する倫理指針（平成25年文部科学省・厚生労働省・経
済産業省告示第１号）」において定められているため、学術研究機関にお
ける学術研究目的でのゲノムデータの取扱いについては、当該指針を参
照願います。
　改正個人情報保護法は「個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産
業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資する
ものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利
益を保護すること」を目的としており、個人情報の取扱いに関する規律を定
めるに当たっては、個人情報の適正な取扱いを確保しながら、その適正か
つ効果的な活用が進むよう配慮することが重要です。一般論として、学術
研究分野における個人情報の取扱いについても、最先端の学術研究の円
滑な実施がイノベーションの創出や豊かな国民生活の実現に資するという
有用性に配慮しつつ、学術研究における個人情報の活用の必要性及び活
用の実態、取り扱う必要のある個人情報の特性等を勘案し、個人の権利
利益の保護とのバランスを図ることが考えられます。これについては、ゲノ
ムデータを用いた学術研究についても同様です。

　なお、ある情報が個人情報に該当するか否かは、当該情報を取り扱う者
の主観のみによってではなく、客観的に定まるべきものと考えます。本ガイ
ドライン（通則編）案においては、ＤＮＡの塩基の配列に限らず、改正施行
令第１条第１号各号に掲げる身体の特徴について、「本人を認証すること
ができるようにしたもの」が個人識別符号に該当する旨を定め、本人を認
証することができるようにしたものが個人情報に該当する旨を明確化して
います。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

6 ②個人識別符号
ＤＮＡの塩
基の配列

　「ゲノムデータ（細胞から採取されたデオキシリボ核酸
（別名DNA）を構成する塩基の配列を文字列で表記した
もの）」（イ）が個人識別符号を構成する条件において、
他の「ロ」以下の状況と一貫して「本人を認証することを
目的とした装置やソフトウェアにより」を付記して規定す
べき。
【同趣旨の御意見は他に６件】

　ゲノムデータ（塩基の配列を文字列で表記したもの）は、すでに符号に変
換されたものであること、本ガイドライン（通則編）案2-2イに掲げる情報量
を有するＤＮＡの塩基配列情報は、それ単体又はその中の一部を取り出す
ことにより特定の個人を認証するに十分なレベルの情報を有していること
から、さらに一定の装置やソフトウェアによって認証用の符号に変換するこ
とを必須の要件とする必要はないものと考えます。

7 ②個人識別符号
ＤＮＡの塩
基の配列

　「全ゲノムSNPデータ」や「４塩基STR」という文言が急
に出現するが、DNAの記載と揃えるのであれば、「一塩
基多型（別名SNP）」や、「数塩基の繰り返し配列（別名
STR）」とした方が良いのではないか。また、急に略語が
出てくると分かりにくいので（single nucleotide
polymorphism：SNP）や（short tandem repeat：STR）とス
ペルアウトした方が良いのではないか。

　御意見を踏まえ、次のとおり修正いたします（下線部が修正箇所）。

【修正前】
イ　細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名DNA）を構成する塩基の配
列
ゲノムデータ（細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名DNA）を構成す
る塩基の配列を文字列で表記したもの）のうち、全核ゲノムシークエンス
データ、全エクソームシークエンスデータ、全ゲノムSNPデータ、互いに独
立な40箇所以上のSNPから構成されるシークエンスデータ、9座位以上の4
塩基STR等の遺伝型情報により本人を認証することができるようにしたも
の

【修正後】
イ　細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名DNA）を構成する塩基の配
列
　ゲノムデータ（細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名DNA）を構成
する塩基の配列を文字列で表記したもの）のうち、全核ゲノムシークエンス
データ、全エクソームシークエンスデータ、全ゲノム一塩基多型（single
nucleotide polymorphism：SNP）データ、互いに独立な40箇所以上のSNP
から構成されるシークエンスデータ、9座位以上の4塩基単位の繰り返し配
列（short tandem repeat：STR）等の遺伝型情報により本人を認証すること
ができるようにしたもの
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

8 ③要配慮個人情報
健康診断
等の結果

　健康診断結果をすべて要配慮個人情報とすることに
は事業者に相応の負担がある。全く異常が認められな
い結果や、身長、体重、血圧、脈拍、体温等それのみで
病気の診断が困難な個人の健康に関する情報は不当
な差別や偏見その他の不利益の要因とはなり得ない。
「異常なし」の結果は要配慮個⼈情報に該当しないとす
べき。
【同趣旨の御意見は他に２件】

　健康診断の結果は、およそ本人の心身の状態を示すものであり、例え
ば、体重やこれを基に算出した肥満度が本人の体格や肥満状態を示すよ
うに、一般的には、他人に開示されたくない、秘匿性の高い情報であるとい
え、結果如何にかかわらず、同様の保護の対象とすることが適当と考えて
おります。
　また、仮に、健康診断の結果のうち「異常」のみを要配慮個人情報とした
場合には、事業者は、各要素に異常値が含まれているか否かを取得のた
びに確認しなければならず、極めて重い負担となり現実的ではないと考え
られます。したがって、健康診断の結果は結果如何を問わず、要配慮個人
情報とすることが適切と考えております。

9 ③要配慮個人情報
遺伝子検
査により判
明する情報

　「遺伝子検査により判明する情報の中には、差別、偏
見につながり得るものが含まれ得るが～」との注釈があ
るが、要配慮個人情報の定義本文では、このような限定
はされていない。誤解を避けるため注釈を削除すべき。
　また、「本人に対して医師等により行われた健康診断
等の結果」について「医療機関を介さないで行われた遺
伝子検査の結果のうち本人の遺伝型とその遺伝型の疾
患へのかかりやすさに該当する結果も含まれる」と限定
しているが、遺伝子検査結果はすべて含まれるとすべ
き。
【同趣旨の御意見は他に４件】

　御指摘の「遺伝子検査により判明する情報」は、「本人に対して医師その
他医療に関連する職務に従事する者により行われた疾病の予防及び早期
発見のための健康診断その他の検査の結果」（政令第2条第2号）又は「健
康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由と
して、本人に対して医師等により心身の状態の改善のために指導又は診
療若しくは調剤が行われたこと」（政令第2条第3号関係）に含まれますが、
これを明確にするために注釈において記載しています。
　また、御指摘の「医療機関を介さないで行われた遺伝子検査の結果のう
ち本人の遺伝子型とその遺伝子型の疾患へのかかりやすさに該当する結
果も含まれる」は、これに限定する趣旨ではなく、具体的な事例の1つとし
て記載したものですが、この趣旨を明確にするために、御意見を踏まえ、
次のとおり修正いたします（下線部が修正箇所）。

【修正前】
　医療機関を介さないで行われた遺伝子検査の結果のうち本人の遺伝型
とその遺伝型の疾患へのかかりやすさに該当する結果も含まれる。

【修正後】
　医療機関を介さないで行われた遺伝子検査により得られた本人の遺伝
型とその遺伝型の疾患へのかかりやすさに該当する結果等も含まれる。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

10 ③要配慮個人情報
要配慮個
人情報の
取得

　本人を目視して要配慮個人情報を顧客名簿に記録す
るというのは明らかに意思のある取得であるため　本人
の同意が得られるにもかかわらず、同意を不要とするの
は違和感がある。個人情報データベース等に要配慮個
人情報を登録するのであれば、同意を必要とすべき。
【同趣旨の御意見は他に３件】

　本ガイドライン３５頁（６）については、本人の意思にかかわらず、本人の
外形上の特徴から要配慮個人情報に含まれる事項（例：身体障害等）が一
般的に認識され得る状態にある場合には、本人は、社会生活を送るに当
たって自己の要配慮個人情報に含まれる事項が公に認識されることを想
定していると考えられるところであり、第三者が客観的に認識した事項を記
録等することによって当該本人の要配慮個人情報を取得する際には、その
都度本人の同意を得る必要性は低いと考えられることから、あらかじめ本
人の同意を得ることなく、当該要配慮個人情報を取得することができるとし
たものです。
　ただし、この場合であっても、個人情報として当該情報を取得して利用す
る場合には利用目的を本人に通知又は公表した上で、当該利用目的の範
囲内で利用する必要があり、かつ要配慮個人情報である個人データを第
三者に提供する場合には本人の同意を得る必要があります。

11
④個人情報データ
ベース等

－

　【個人情報データベース等に該当する事例】の「事例3）
従業者が、名刺の情報を業務用パソコン（所有者を問わ
ない。）の表計算ソフト等を用いて入力・整理し、他の従
業者等によっても検索できる状態にしている場合」につ
いて、他人によっても容易に検索可能な状態に置いてい
るものという条件は「コンピュータを用いていない場合」
に当てはまる条件であることから、「他の従業者等によっ
ても検索できる状態にしている場合」を削るべき。
【同趣旨の御意見は他に4件】

御意見を踏まえ、次のとおり修正いたします（下線部が修正箇所）。

【修正前】
「従業者が、名刺の情報を業務用パソコン（所有者を問わない。）の表計算
ソフト等を用いて入力・整理し、他の従業者等によっても検索できる状態に
している場合」

【修正後】
「従業者が、名刺の情報を業務用パソコン（所有者を問わない。）の表計算
ソフト等を用いて入力・整理している場合」
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

12 ⑤公表 －

　【公表に該当する事例】の「事例1」」について、「トップ
ページから1 回程度の操作で到達できる場所への掲載」
とあるところに、「見出し形式等により容易に選択して到
達できる場所」を追記すべき。
　事業者が複数の事業を行っている場合は、例えば各
事業の最初のページから容易に到達できれば問題なく、
必ずしも、トップページの次に「個人情報の取扱い」ペー
ジを設置し、そこから各事業別の「個人情報の取扱い」
に移動するなどの必要はない。「１回程度」という記載の
みでは、字句通りの解釈に限定され、ガイドライン違反と
なる余地が残ることを懸念する。
【同趣旨の御意見は他に６件】

　御指摘の事例は、「公表」（広く一般に自己の意思を知らせること（不特定
多数の人々が知ることができるように発表すること））の手法の具体例の1
つとして記載しています。必ず1回の操作で到達できなければ公表に該当
しないという趣旨ではありませんが、分かりやすい場所への掲載等による
公表が求められるものと考えられます。

13 ⑥利用目的関係
利用目的
の変更

　利用目的の変更において、「相当の」の表記が削除さ
れたことから、現在とどのように違うのかを具体例を提
示していただきたい。
【同趣旨の御意見は他に13件】

　利用目的を変更する場合に、変更前の利用目的と関連性を有すると合
理的に認められる具体例等については、実態に即してQ&A等において示
すことを検討してまいります。

14 ⑥利用目的関係
顔認証シス
テム（防犯）

　防犯カメラで、防犯目的のみのために顔を含めた画像
を録画することは、取得の状況からみて利用目的が明ら
かであることから、個人情報保護法第18条第４項第４号
に基づき、社会通念上認められるとしても、同時に当該
防犯カメラから顔認証データを取得することは取得の状
況からみて利用目的が明らかでないので、個人情報取
扱事業者は当該利用目的を公表又は本人に通知する
必要があることを本ガイドラインに明記していただきた
い。
【同趣旨の御意見は他に１件】

　防犯カメラにより、防犯目的のみのために撮影する場合、「取得の状況か
らみて利用目的が明らか」（改正後の法第18条第４項第４号）であることか
ら、利用目的の通知・公表は不要と解されますが、防犯カメラが作動中で
あることを店舗の入口に掲示する等、本人に対して自身の個人情報が取
得されていることを認識させるための措置を講ずることが望ましいと考えら
れます。この他、防犯カメラ等に関する考え方については、Q&A等において
示すことを検討してまいります。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

15 ⑦第三者提供 共同利用

　経済産業分野ガイドラインにある「企業ポイント等を通
じた連携サービスを提供する提携企業の間で取得時の
利用目的の範囲内で個人データを共同利用する場合」
が共同利用を行うことがある事例として有効に引き継が
れているか確認したい。
【共同利用者の範囲に関する御意見は他に３件】

　共同利用の趣旨は、本人から見て、当該個人データを提供する事業者と
一体のものとして取り扱われることに合理性がある範囲で、当該個人デー
タを共同して利用することです。
　したがって、共同利用者の範囲については、本人がどの事業者まで将来
利用されるのか判断できる程度に明確にする必要があり、当該範囲が明
確である限りにおいては、必ずしも事業者の名称等を個別に全て列挙する
必要はありませんが、本人がどの事業者まで利用されるのか判断できるよ
うにしなければなりません。
　御指摘の事例については、このような法令で求められる条件を全て満た
している場合には、共同利用に該当し得ると考えられます。

16 ⑧安全管理措置
手法の例
示

　安全管理措置として手法例として示されている「適切な
シュレッダー処理」とは何か、具体的に示すべき。
　安全管理措置に例示される内容が、経済産業分野ガ
イドラインに比して簡略化されている。豊富に示された例
示等を継承し、より充実した内容となることを望む。
【安全管理措置の各種手法について、義務か否か、他
の手法の採用の可否、他の手法の記載要望等に関する
御意見は他に68件】

　本ガイドライン（通則編）案に記述した具体例は、事業者の理解を助ける
ことを目的として典型的なものを示したものであり、全ての事案を網羅した
ものでなく、記述した内容に限定する趣旨で記述したものではありません。
また、必ずしも記述した例示の内容の全てを講じなければならないわけで
もありません。
　改正後の法第20条により求められる安全管理措置の内容は、一般的に、
現状の案で御理解頂けるものと考えますが、安全管理措置を講じるための
手法の例については、Q&A等においても示すことを検討してまいります。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

17 ⑧安全管理措置
中小規模
事業者

　中小規模事業者における安全管理措置について、ガ
イドライン案では「円滑にその義務を履行できるよう、少
なくとも必要であると考えられる手法の例を示すこととす
る。」とあるところ、少なくとも必要であるということは、こ
れらが義務であると解されるが、中小零細企業にとって
は対応が難しい事項が多く記載されていることから、「円
滑にその義務を履行できるような手法の例を示すことと
する。」とすべき。
【中小規模事業者における安全管理措置に関する御意
見は他に24件】

　中小規模事業者において本ガイドライン（通則編）案に記載の手法を講じ
ることは義務ではないため、御意見を踏まえ、次のとおり修正いたします
（下線部が修正箇所）。

【修正前】
「なお、中小規模事業者（※1）については、・・・円滑にその義務を履行でき
るよう、少なくとも必要であると考えられる手法の例を示すこととする。」

【修正後】
「なお、中小規模事業者（※1）については、・・・円滑にその義務を履行し得
るような手法の例を示すこととする。」

　なお、中小規模事業者においても適切に安全管理措置を講じていただけ
るよう、引き続き、積極的に周知広報活動を実施してまいります。

18 ⑧安全管理措置
物理的安
全管理措
置

　物理的安全管理措置について、「個人データを削除し
又は個人データが記録された機器、電子媒体等を廃棄
する場合は、復元できない手段で行わなければならな
い。」とあるが、例えばデータベースの１項目の削除を行
う場合等、「完全消去」することが不可能な場合もあるた
め、記載を改めるべき。

　御意見を踏まえ、「個人データの削除及び機器、電子媒体等の廃棄」の
手法の例示として、次を追加いたします。

「情報システム（パソコン等の機器を含む。）において、個人データを削除す
る場合、容易に復元できない手段を採用する。」

19 ⑨その他 番号法

　番号法ガイドラインでは、個人情報保護法全面施行日
以降は、事実上全ての事業者が中小規模事業者に該
当しないように見える。個人情報保護法全面施行日と同
時に番号法ガイドラインを改正し、5,000件以下の事業者
は中小規模事業者とすると考えてよいか。
　早期に考え方を整理して示し、個人情報保護の取扱い
に関して特定個人情報の取扱いと併せて整備する事業
者の対応を円滑に進めるために確認したい。

　改正後の法の全面施行後の「特定個人情報の適正な取扱いに関するガ
イドライン」（個人情報保護委員会）における中小規模事業者の範囲等につ
いては、実質的に現状と同様の取扱いとなるよう同ガイドラインの改正を行
う予定です。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

20 ⑨その他
中小規模
事業者

　マンション管理組合は区分所有法上当然に発生する
団体であり、マンションの住民の合意形成をはかる立場
にあることから、総会等で取得する委任状についてまで
利用目的を特定し、かつ明示する必要があるのか。そも
そもマンション管理組合は、保有する住民の個人情報を
「業」として取り扱っていると解釈され、小規模事業者と
なるのか不分明なところ、（１）「マンション管理組合はそ
もそも個人情報保護法上の小規模事業者にあたるの
か。」（２）「あたる場合どのような取り扱いが求められる
のか。」指針となる具体的な事例を提示いただきたい。
【同趣旨の御意見は他に４件】

　当該マンション管理組合が、個人情報データベース等を事業の用に供し
ていれば、個人情報取扱事業者となります。
　また、当該マンション管理組合の従業員（典型的には理事等が該当する
と考えます。）が100人以下で、かつ、事業の用に供する個人情報データ
ベース等を構成する個人情報によって識別される特定の個人の数の合計
が過去6月以内のいずれの日においても5000を超えず、委託を受けて個人
データを取り扱っていなければ、「中小規模事業者」に該当します。
　なお、個人情報取扱事業者に該当するマンション管理組合は、改正後の
法を遵守する必要がありますが、御指摘の事例については、一般的に、個
人情報の取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるた
め、必ずしも利用目的の明示を行う必要はないと考えます（改正後の法第
18条第4項第4号）。
　マンション管理組合等も含めた中小規模事業者が改正後の法を正しく理
解いただき遵守いただけるよう、分かりやすい解説資料等の作成も含め、
周知広報活動を行ってまいります。

21 ⑨その他
漏えい時の
対応

　漏えい等の事案が発生した場合における個人情報取
扱事業者が実施することが望まれる対応については、
別に定めることとされているが、複数の行政機関から重
複した報告・説明の聴取等がなされると、事業者にとっ
ては過重な負担となるため、権限一元化の趣旨を踏ま
え、複数の行政機関からの重複した報告・説明の聴取
等がなされないよう、漏洩等の事案が発生した場合にお
ける行政機関への報告窓口等を一元化していただきた
い。
【漏えい等の事案が発生した場合の対応に関する御意
見は他に15件】

　御意見は、今後の執務の参考とさせて頂きます。
　なお、漏えい等の事案が発生した場合に、個人情報取扱事業者が実施
することが望まれる対応については、本ガイドラインとは別途示すことを検
討しており、その内容等については、追って公表いたします。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

22 ⑨その他
適用除外
（学術研
究）

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」の「第６
章　第１７「匿名加工情報の取扱い」において示されてい
る公表規定について削除すべき。
民間事業者等に求められる公表規定を研究者に対して
も求めることは、徒に研究者の負担を増大させてしまう
ことが危惧されることから、公共の福祉向上に資すると
判断される研究の場合、努力義務に抑えるか、倫理審
査委員会の判断に委ねる等の柔軟な対応を検討すべ
き。
【上記指針等に関する御意見は他に９件】

　本意見募集は、個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン
（案）に関するものですので、御意見は、本意見募集の対象外と考えます。
　なお、大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体（学会もこれ
に含みます。）又はそれらに属する者が個人情報等を取り扱う場合、その
目的の全部又は一部が学術研究の用に供する目的である場合は、改正
後の法第4章の規定は適用されません（現行法第66条第1項第3号）。
　したがって、学術研究機関における学術研究目的での個人情報や匿名
加工情報の取扱いについて、改正後の法の規律に従うことが、同法により
義務付けられるわけではありません。
　なお、改正後の法は「個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業
の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するも
のであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益
を保護すること」を目的としており、個人情報の取扱いに関する規律を定め
るに当たっては、個人情報の適正な取扱いを確保しながら、その適正かつ
効果的な活用が進むよう配慮することが重要です。一般論として、学術研
究分野における個人情報の取扱いについても、最先端の学術研究の円滑
な実施がイノベーションの創出や豊かな国民生活の実現に資するという有
用性に配慮しつつ、学術研究における個人情報の活用の必要性及び活用
の実態、取り扱う必要のある個人情報の特性等を勘案し、個人の権利利
益の保護とのバランスを図ることが考えられます。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（１）通則編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見の概要 御意見に対する考え方

23 ⑨その他
適用除外
（学術研
究）

　適用除外に関して、民間病院が疾患レジストリ等の医
学系研究のために診療情報を提供する行為は、法76条
1項3号の適用除外に該当することを明記すべき。
　未だ個人情報の保護に関する法律76条1項3号の「適
用除外」の範囲が明示されていないために、全国の病院
や医学系研究機関では大きな混乱が生じつつあり、この
ままでは法の施行以降、日常の医療にまで悪影響を与
える危険性がある。より具体的には、適用除外の範囲に
ついて、「大学その他の学術研究を目的とする機関又は
団体」とは私立大学、公益法人等の研究所等に限定さ
れ、民間病院はこれに該当しないとの解釈が広がってい
るが、医学系研究の基盤を支える疾患レジストリは、こ
れら民間病院からのデータ提供に支えられており、現在
の解釈では、貴重な研究基盤であるレジストリの存続が
危ぶまれる。そのため、ガイドラインにおいて、民間病院
が疾患レジストリ等に診療情報を提供する行為は法76
条1項3号に該当するという解釈を明示すべきである。
【適用除外（学術研究）に関する御意見は他に12件】

　改正後の法第76条（現行法第66条）第1項第3号により、大学その他の学
術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者による個人情
報等の取扱いの目的の全部又は一部が学術研究の用に供する目的であ
るときは、当該者に同法第4章の規定は適用されないため、例えば、私立
大学、研究所、1つの主体とみなすことができる共同研究、学会（学会に所
属する医師等も含みます。）等が学術研究の用に供する目的で個人情報
を取り扱う場合には、同法第4章の規定は適用されません。
　また、学術研究機関以外の者についても、例えば、公衆衛生の向上に特
に必要がある場合で本人の同意を得ることが困難であるときは、あらかじ
め本人の同意を得ることなく個人データを第三者に提供することができる
ほか（改正後の法第23条第1項第3号）、学術研究機関が学術研究の目的
で個人情報を取り扱う場合に、その者に対して個人情報を提供する行為に
ついては、当委員会は権限を行使しないものとされています（改正後の法
第43条第2項）。
　なお、医療関連分野については、本ガイドライン案を基礎として、当該分
野においてさらに必要となる別途の規律を定める方向で検討しておりま
す。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（２）外国にある第三者への提供編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見 御意見に対する考え方

24
①外国にある第三
者への提供に係る
同意

－

　外国にある第三者への個人データの提供を認める旨
の本人の同意は原則として当該外国の明示を受けた上
で取得されるべきものではないか。
【同趣旨の御意見は他に７件】

　外国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を取得する際の適
切かつ合理的な方法には、提供先の国名を個別に示す方法、実質的に本
人から見て提供先の国名を特定できる方法とともに、国名を特定する代わ
りに外国にある第三者に提供する場面を具体的に特定する方法などが含
まれ得ます。

25
②適切かつ合理的
な方法

－

　ＡＰＥＣのＣＢＰＲプログラム要件46において、「個人情
報処理者、委託者、契約締結の相手、又は事業者に代
わって個人情報に関連するその他の役務提供者に対
し、事業者が個人に対して負う義務に沿う措置を整備し
ているか。」とあり、これは、「個人データの提供先である
外国にある第三者が、我が国の個人情報取扱事業者が
講ずべきこととされている措置に相当する措置を継続的
に講ずることを担保することができる方法」を具備してい
ることから、CBPRの認証を取得した場合も「適切かつ合
理的な方法（施行規則第11条第1号）」に該当することを
示すべき。

　御意見を踏まえ、本ガイドライン案（外国にある第三者提供編）３－１に以
下の文言を追加いたします。

「アジア太平洋経済協力（APEC）の越境プライバシールール（CBPR）シス
テムの認証を取得している事業者は、その取得要件として、当該事業者に
代わって第三者に個人情報を取り扱わせる場合においても、当該事業者
が本人に対して負う義務が同様に履行されることを確保する措置を当該第
三者との間で整備している必要があることとされている。
　したがって、提供元の個人情報取扱事業者がCBPRの認証を取得してお
り、提供先の「外国にある第三者」が当該個人情報取扱事業者に代わって
個人情報を取り扱う者である場合には、当該個人情報取扱事業者が
CBPRの認証の取得要件を充たすことも、「適切かつ合理的な方法」の一
つであると解される。」

26 ③クラウド関係 －

　個人情報取扱事業者が、外国にある第三者の提供す
るクラウドサービスを利用し個人情報を格納する場合、
当該第三者が個人情報を取り扱わないこと等を両者間
の契約に盛り込むことで、外国にある第三者への提供に
当たらないよう取り扱うことができる旨、ガイドライン又は
Q＆A等において明示して頂きたい。
【同趣旨の御意見は他に40件（通則編におけるクラウド
サービスに関する御意見も含む。）】

　クラウドサービスの内容は契約により異なり得るところ、一律に規定する
ことはできないものと考えられますが、一般論として、契約条項により「外
国にある第三者」が個人データを取り扱わない旨が定められており、適切
にアクセス制御を行っている場合等においては、当該「外国にある第三者」
は当該個人データの提供を受けて取り扱っているとはいえない場合も想定
されます。
　御意見を踏まえ、Q&A等において考え方を示すことを検討してまいりま
す。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（３）第三者提供時の確認・記録義務編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見 御意見に対する考え方

27
①「提供者」の考え
方

本人に代
わって提供

　A社の提供する役務とB社の提供する別の役務とを
セットで販売して、Aに本人の個人情報を渡すような場
合、本人は具体的にA社とB社の間で個人データが受け
渡しされることが具体的に特定できるケースとして、個人
情報保護法第23条の委託には当たらない場合も「本人
に代わって提供」というケースに該当し、記録・確認義務
が適用されないと考えてよいか。
【「本人に代わって提供」の該当性に関する御意見は他
に12件】

　個人情報取扱事業者が本人からの委託等に基づき当該本人の個人
データを第三者提供する場合は、当該個人情報取扱事業者は「本人に代
わって」個人データの提供をしているものと解されます。個人情報取扱事業
者が本人からの委託等に基づいて個人データを提供しているものと評価し
得るか否かは、主に、委託等の内容、提供の客体である個人データの内
容、提供するとき及び提供先の個人情報取扱事業者等の要素を総合的に
考慮して、本人が当該提供を具体的に特定できているか否かの観点から
判断されることとなります。御指摘の例も、本人から見て、セット販売を行う
Ａ社からＢ社に対する提供が具体的に特定できている場合は、「本人に代
わって」に該当するものと解されるものと考えられます。

28
②記録を作成する
方法

契約書等
の代替手
段による方
法

　ケアマネジャーが本人同意を得てケアプランを実行に
移すために介護事業者等に個人情報を提供する場合、
サービス提供の契約書（本人と介護事業者）をもって、
記録義務を代替できると考えてよいか。
【「契約書等の代替手段による方法」の該当性に関する
御意見は他に８件】

　個別の事例ごとの判断となりますが、御指摘の「サービス提供の契約書」
が、記録事項を充たすものであれば、記録とすることができるものと考えら
れます。
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３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（４）匿名加工情報編

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見 御意見に対する考え方

29
①匿名加工情報の
適正な加工

特定の個
人を識別す
ることがで
きる記述等
の削除

　「特定の個人を識別することができる記述等の削除」と
して記載されている事例は、1)から3)まで全て講じる必
要があるということではなく、いずれかの措置を講じれば
良いという認識でよいか。例えば、氏名を削除すれば、
特定の個人を識別することができないため、事例の2)、
3)は必ずしも講じる必要がないと思われる。
【同趣旨の御意見は他に２件】

　当該記載については想定される加工の事例を例示したものであり、必ず
全ての措置を行わなければならないというものではありません。ただし、氏
名を削除した場合であっても住所や生年月日などその他の情報の組み合
わせにより特定の個人を識別できる場合もあり得るため、その場合は特定
の個人を識別することができないように当該記述等を削除（他の記述等へ
の置き換えを含む。）する必要があります。

30
②匿名加工情報の
作成時の公表

－
　匿名加工情報の作成時の公表時に、公表項目に利用
目的は不要か。
【同趣旨の御意見は他に１件】

　法第36条第３項においては、匿名加工情報を作成したときは、個人に関
する情報の項目を公表しなければならないとされておりますが、利用目的
の公表は求められていません。

31
③匿名加工情報の
第三者提供

－
　匿名加工情報の第三者提供時の公表時に、公表項目
に提供先名、利用目的は不要か。
【同趣旨の御意見は他に１件】

　御理解のとおり、法第36条第４項及び法第37条における第三者提供時の
公表に関しては、提供先名及び利用目的の公表は求められていません。

32 ④識別禁止 －

　作成した匿名加工情報を自ら利用するのではなく、第
三者に提供するにあたり、利用した匿名加工方法の安
全性を確認するために元となった個人情報と照合する
等の作業をするのは、禁止されるべき個人識別目的の
照合作業でないという理解で良いか。
【同趣旨の御意見は他に３件】

　匿名加工情報を作成した個人情報取扱事業者は、加工方法等情報とし
て当該個人情報から削除された記述、個人識別符号若しくは加工の方法
に関する情報を保有しており、法第36条第2項に基づき適切な安全管理措
置を行う義務があります。
　法第36条第５項は、匿名加工情報を作成した個人情報取扱事業者が匿
名加工情報を取扱う際に、本人を識別するために当該匿名加工情報を他
の情報と照合することを禁止するものです。ご指摘の「利用した匿名加工
方法の安全性を確認するために元となった個人情報と照合する等の作業」
については、「当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本
人を識別するために・・照合」という要件に該当するかどうかという観点から
個別に判断されるべきものと考えますが、仮にこの要件に該当しない範囲
において第36条第6項に定める匿名加工情報の安全管理措置の一環等で
適切に行われる場合があれば法第36条第5項に違反しないものとなると考
えられます。

16/17



３．寄せられた主なご意見及びそれに対する考え方

※主な御意見を、ガイドラインごとに目次にそって示しています。

※塗りつぶしの行は、御意見を踏まえてガイドライン案の記載を修正する項目です。

（５）その他

No. 大項目 中項目 寄せられた主な御意見 御意見に対する考え方

33 ①施行期日 －

　個人情報保護委員会には、民間事業者等の準備期間
を十分に確保することを求める。併せて、全面施行に向
け、国民や民間事業者等に対して、早期に制度の全容
を周知すべき。
【同趣旨の御意見は他に７件】

　御意見も踏まえ、個人情報取扱事業者において、改正後の法を正しく理
解し適切に遵守いただけるよう、引き続き、周知広報活動を行ってまいりま
す。

34
②特定分野のガイ
ドライン

－

　医療，電気通信，金融のみ，今般示されたガイドライン
以外のガイドラインが示されると考えればよいのかが不
明であり，事業者にとっては改正法施行にむけて，どの
ようなスケジュール感でどのような準備をすればよいか
がわからないため、今般示されたガイドライン以外のガ
イドラインが示されるべき分野を明示すべき。
【同趣旨の御意見は他に７件】

　現行法の下において、関係省庁が定めているガイドライン等のうち個人
情報保護法に関するものは、原則として当委員会が定める本ガイドライン
に一元化される予定です。
　ただし、一部の分野（医療関連、金融関連（信用等含む。）、情報通信関
連の３分野を想定）については、個人情報の性質及び利用方法並びに現
行の規律の特殊性等を踏まえて、本ガイドラインを基礎として、当該分野に
おいてさらに必要となる別途の規律を定める方向で検討しています。
　なお、当該別途の規律の分野の詳細や具体的な策定時期については検
討中ですが、できるだけ速やかに策定できるよう努めてまいります。
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